
2642

〒541-0047
大阪市中央区淡路町2-1-10

ユニ船場 405
TEL 06(6226)1165 ㈹
https://yuipartners.jp

事
務
所
だ
よ
り

ワンポイント

3 2022（令和4年）

菜の花

日

土

月
火
水
木
金

6

12

7
8
9
10
11

20

26

21
22
23
24
25

・
・

日

土

月
火
水
木
金

・

5

・
1
2
3
4

13

19

14
15
16
17
18

27

・

28
29
30
31

・

・
・
・
・
・

3月の税務と労務3月
（弥生）MARCH

21日・春分の日 国　税／ 令和3年分所得税の確定申
告 2月16日～3月15日

国　税／ 個人の青色申告の承認申請
 3月15日

国　税／ 贈与税の申告 
 2月1日～3月15日

国　税／ 2月分源泉所得税の納付 
 3月10日

国　税／ 個人事業者の令和3年分消
費税の確定申告 3月31日

国　税／ 1月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 3月31日

国　税／ 7月決算法人の中間申告 
 3月31日

国　税／ 4月、7月、10月決算法人の消
費税の中間申告（年3回の場
合） 3月31日

地方税／ 個人の都道府県民税、市町
村民税、事業税（事業所税）
の申告 3月15日

　自治体により差はありますが、毎年4月から、固定資産税の土地・
家屋価格等縦覧帳簿の縦覧期間が設けられています。縦覧では、
所有する土地・家屋の価格を他の土地等と比較し、その価格が適
正であるか確認できます。閲覧は、固定資産課税台帳のうち所有
資産の記載事項を確認できる制度で、年間を通じて閲覧できます。

固定資産税の縦覧と閲覧
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今
年
1
月
か
ら
電
子
帳
簿
保
存
法

が
大
き
く
見
直
さ
れ
ま
し
た
。

　

た
だ
し
、
こ
の
見
直
し
項
目
の
中

で
も
特
に
注
目
度
の
高
か
っ
た
「
電

子
取
引
の
デ
ー
タ
保
存
」
義
務
化
は
、

税
務
署
長
が
や
む
を
得
な
い
事
情
が

あ
る
と
認
め
、
か
つ
、
税
務
調
査
の

際
に
出
力
し
た
書
面
の
提
出
等
に
応

じ
る
場
合
は
、
２
年
の
猶
予
期
間
が

設
け
ら
れ
ま
し
た
。

　

事
業
者
と
し
て
は
、
２
年
後
の
義

務
化
を
見
据
え
て
、
準
備
を
進
め
て

い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

そ
こ
で
今
回
は
、改
正
さ
れ
た「
電

子
取
引
の
デ
ー
タ
保
存
要
件
」
に
つ

い
て
確
認
し
て
い
き
ま
す
。

1　

電
子
帳
簿
保
存
法
と
は

　

各
税
法
で
原
則
、
紙
で
の
保
存
が

義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
帳
簿
書
類
に

つ
い
て
、
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た

上
で
電
磁
的
記
録（
電
子
デ
ー
タ
）に

よ
る
保
存
を
可
能
と
す
る
こ
と
及
び

電
子
的
に
授
受
し
た
取
引
情
報
の
保

存
義
務
等
を
定
め
た
も
の
で
す
。

　

電
子
デ
ー
タ
に
よ
る
保
存
は
、
３

種
類
に
区
分
さ
れ
て
い
ま
す
（
図
参

照
）。

2　

電
子
取
引
と
は

　
「
電
子
取
引
」と
は
、
取
引
情
報
の

授
受
を
電
磁
的
方
式
に
よ
り
行
う
取

引
を
い
い
ま
す
。
こ
の
取
引
情
報
と

は
、
取
引
に
関
し
て
受
領
し
、
又
は

交
付
す
る
注
文
書
、
契
約
書
、
送
り

状
、
領
収
書
、
見
積
書
そ
の
他
こ
れ

ら
に
準
ず
る
書
類
に
通
常
記
載
さ
れ

る
事
項
を
い
い
ま
す
。
具
体
的
に
は
、

い
わ
ゆ
る
E
D
I
取
引
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
等
に
よ
る
取
引
、
電
子
メ
ー

ル
に
よ
り
取
引
情
報
を
授
受
す
る
取

引
（
添
付
フ
ァ
イ
ル
の
場
合
も
含
み

ま
す
）、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
に
設
け

た
サ
イ
ト
を
通
じ
て
取
引
情
報
を
授

受
す
る
取
引
等
を
い
い
ま
す
。

3　

電
子
取
引
デ
ー
タ
の
保
存

⑴
　
デ
ー
タ
保
存
の
義
務
化

　

令
和
４
年
１
月
１
日
以
降
、
事
業

者
が
取
引
情
報
を
電
磁
的
方
式
に
よ

り
授
受
す
る
取
引
（
電
子
取
引
）
を

行
っ
た
場
合
は
、
そ
の
取
引
情
報
を

電
子
デ
ー
タ
の
ま
ま
で
保
存
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
事
業
者
の
間
か
ら
シ
ス

テ
ム
等
の
対
応
が
間
に
合
わ
な
い
と

い
う
意
見
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
前

述
の
と
お
り
２
年
間
の
猶
予
が
設
け

ら
れ
ま
し
た
。

⑵
　
電
子
取
引
デ
ー
タ
の
保
存
方
法

　

次
の
電
子
取
引
の
種
類
に
応
じ
て

保
存
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

①　

電
子
メ
ー
ル
に
請
求
書
等
が
添

付
さ
れ
た
場
合

・　

請
求
書
等
が
添
付
さ
れ
た
電

子
メ
ー
ル
そ
の
も
の
（
電
子
メ

ー
ル
本
文
に
取
引
情
報
が
記
載

さ
れ
た
も
の
を
含
む
）
を
サ
ー

バ
等
（
運
用
委
託
し
て
い
る
も

の
を
含
む
。
以
下
同
じ
）
自
社

シ
ス
テ
ム
に
保
存

・　

添
付
さ
れ
た
請
求
書
等
を
サ

ー
バ
等
に
保
存

②　

発
行
者
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
領

収
書
等
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
す
る
場

合・　

P
D
F
等
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

で
き
る
場
合
は
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ

ト
に
保
存
や
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
か

ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
て
サ
ー
バ

等
に
保
存

・　

H
T
M
L
デ
ー
タ
で
表
示
さ

れ
る
場
合
は
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

電子帳簿
保 存 法
電子取引データ
保存の注意点　

処理番号 利用日 利用額 名目
J000000 2021/0/00 000 〇〇
J000001 2021/0/00 0,000 〇〇
J000003 2021/0/00 0,000 〇〇

①電子帳簿等保存
（電子的に作成した帳簿・
書類をデータのまま保存）

②スキャナ保存
（紙で受領・作成した書類
を画像データで保存）

③電子取引
（電子的に授受した取引情
報をデータで保存）

電子的に作成した
国税関係書類

（会計ソフト等で）
電子的に作成した帳簿

ネット上からダウンロード

（電子メール等で）授受

スキャン・読み取り

受　領

取引情報
取引先 自社

国税庁資料を加工
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上
に
保
存
や
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
上

に
表
示
さ
れ
る
領
収
書
等
を
ス

ク
リ
ー
ン
シ
ョ
ッ
ト
し
て
、
又

は
H
T
M
L
デ
ー
タ
を
P
D
F

等
に
変
換
し
て
サ
ー
バ
等
に
保

存

③　

第
三
者
等
が
管
理
す
る
ク
ラ
ウ

ド
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
領
収
書
等

を
授
受
す
る
場
合

・　

ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
に
保
存

・　

ク
ラ
ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
か
ら
ダ

ウ
ン
ロ
ー
ド
し
て
、
サ
ー
バ
等

に
保
存

④　

従
業
員
が
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等

の
ア
プ
リ
を
利
用
し
て
、
経
費
を

立
て
替
え
た
場
合

・　

従
業
員
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

等
に
表
示
さ
れ
る
領
収
書
デ
ー

タ
を
電
子
メ
ー
ル
に
よ
り
送
信

さ
せ
、
自
社
シ
ス
テ
ム
に
保
存

（
ス
ク
リ
ー
ン
シ
ョ
ッ
ト
に
よ
る

領
収
書
の
画
像
デ
ー
タ
も
可
）

⑶
　
請
求
書
や
領
収
書
等
を
電
子
デ

ー
タ
で
受
け
取
っ
た
場
合
の
保
存

条
件

　

請
求
書
等
を
電
子
デ
ー
タ
で
受
け

取
っ
た
場
合
は
、
デ
ー
タ
の
ま
ま
保

存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
そ
の
場
合
、
真
実
性

を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
次

の
い
ず
れ
か
の
条
件
を
満
た
さ
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

①　

タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
が
付
与
さ
れ

た
デ
ー
タ
を
受
領

②　

受
領
後
、
速
や
か
に
タ
イ
ム
ス

タ
ン
プ
を
付
与
（
最
長
２
か
月
と

７
営
業
日
以
内
）

③　

デ
ー
タ
の
訂
正
削
除
を
行
っ
た

場
合
に
、
そ
の
記
録
が
残
る
シ
ス

テ
ム
又
は
訂
正
削
除
が
で
き
な
い

シ
ス
テ
ム
を
利
用

④　

訂
正
削
除
の
防
止
に
関
す
る
事

務
処
理
規
程
を
策
定
、
運
用
、
備

付
け

　

ま
た
、
検
索
可
能
な
状
態
で
保
存

す
る
こ
と
（
検
索
要
件
）
や
、
請
求

書
等
の
デ
ー
タ
を
画
面
出
力
可
能
な

パ
ソ
コ
ン
や
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
を
備
え

付
け
る
と
い
っ
た
条
件
も
満
た
す
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

具
体
的
な
検
索
要
件
と
は
、
①
取

引
等
の
「
日
付
・
金
額
・
取
引
先
」

で
検
索
、
②
「
日
付
・
金
額
」
に
つ

い
て
範
囲
を
指
定
し
検
索
、
③
「
日

付
・
金
額
・
取
引
先
」
の
２
以
上
を

組
み
合
わ
せ
て
検
索
が
で
き
る
こ
と

で
す
。

　

な
お
、
税
務
調
査
の
際
に
デ
ー
タ

の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
の
求
め
に
応
じ
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
る
場

合
は
前
記
②
・
③
の
要
件
が
、
ま
た

判
定
期
間
に
係
る
基
準
期
間
（
通
常

は
2
年
前
）
の
売
上
高
が
1
千
万
円

以
下
で
、
デ
ー
タ
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

の
求
め
に
応
じ
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
し
て
い
る
場
合
は
、
全
て
の
要

件
が
不
要
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

４　

実
務
上
の
対
応
と
注
意
点

⑴
　
訂
正
削
除
の
防
止
に
関
す
る
事

務
処
理
規
程
の
活
用

　

中
小
企
業
者
や
個
人
事
業
主
で

は
、
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
等
シ
ス
テ
ム

の
導
入
に
よ
る
事
務
負
担
や
コ
ス
ト

面
の
問
題
か
ら
、
前
述
の
「
事
務
処

理
規
程
」
に
よ
り
対
応
す
る
ケ
ー
ス

が
多
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

こ
の
規
程
に
つ
い
て
は
、
ど
こ
ま

で
整
備
す
れ
ば
デ
ー
タ
改
ざ
ん
等
の

不
正
を
防
ぐ
こ
と
が
で
き
る
の
か
に

つ
い
て
、
事
業
規
模
等
を
踏
ま
え
て

個
々
に
検
討
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
国
税
庁
が
規
程
の
サ
ン
プ
ル

を
公
表
し
て
い
ま
す
の
で
、
こ
れ
か

ら
作
成
さ
れ
る
場
合
の
ひ
な
型
と
し

て
だ
け
で
な
く
、
す
で
に
自
社
で
作

成
し
て
い
る
場
合
に
も
不
備
が
な
い

か
確
認
の
た
め
、
参
考
に
さ
れ
る
と

よ
い
で
し
ょ
う
。

⑵
　
検
索
機
能
を
確
保
す
る
簡
易
な

方
法

　

以
下
の
い
ず
れ
か
の
方
法
で
も
、

検
索
機
能
を
確
保
し
て
い
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

①　

デ
ー
タ
の
フ
ァ
イ
ル
名
に
規
則

性
を
も
っ
て
「
日
付
・
金
額
・
取

引
先
」
を
入
力
し
て
、
特
定
の
フ

ォ
ル
ダ
に
集
約
し
て
お
く
こ
と
で

フ
ォ
ル
ダ
の
検
索

機
能
が
活
用
で
き

る
よ
う
に
し
て
お

く
②　

下
図
の
よ
う
に

表
計
算
ソ
フ
ト
等

を
用
い
て
索
引
簿

を
作
成
し
て
お
く

こ
と
で
、
表
計
算

ソ
フ
ト
等
の
機
能

を
使
い
検
索
で
き

る
よ
う
に
し
て
お

く
⑶
　
消
費
税
の
取
扱
い

　

消
費
税
に
係
る
電
子
取
引
の
デ
ー

タ
保
存
に
つ
い
て
は
、
そ
の
保
存
の

有
無
が
税
額
計
算
に
影
響
を
及
ぼ
す

こ
と
な
ど
に
配
慮
し
て
、
令
和
4
年

1
月
1
日
以
後
も
引
き
続
き
書
面
に

出
力
す
る
こ
と
に
よ
り
保
存
す
る
こ

と
も
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

連番 日付 金額 取引先 備考
① 20210131 110,000 ㈱霞商店 請求書
② 21210210 330,000 国税工務店㈱ 注文書
③ 20210228 330,000 国税工務店㈱ 領収書

国税庁資料を加工
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　中小・小規模企業向けの賃上げ税制であ
る「所得拡大促進税制」は、令和3年4月1
日以後開始事業年度から雇用者給与等支給
額が前事業年度と比較して1.5％以上増加
している場合には、給与等の増加額（控除
対象雇用者給与等支給増加額）の最大15％
の税額控除を受けることができます。コロ
ナ禍の賃上げと積極雇用に貢献した中小企
業を評価する仕組みとするため、給与等の
集計対象が継続雇用者に限られなくなって
いますので、事務手続きが簡便化されてい
ます。また、一定の上乗せ措置もあります。
　なお、雇用安定助成金等を受け取ってい
る場合は、給与等の集計上、次の差異があ
りますので申告の際には留意が必要です。
①　雇用者給与等支給額の集計
　　→雇用安定助成金は控除しない
②　控除対象雇用者給与等支給額の集計
　　→雇用安定助成金は控除する

KEY WORD  
所得拡大促進税制と 
雇用安定助成金　　

学位税 
（オーストラリア）

　オーストラリアの大学の多くは、国
立大学であり、学費の多くは国が負担
しています。学生が負担する学費の一
部は後払いとされ、卒業後に支払うこ
とが通常となっています。
　大学進学率が高くないオーストラリ
アでは、一般に大卒者はエリートとし
て扱われ、高収入の就職先を見つける
ことができます。
　こうした高収入の大卒者に対しては、
3％〜6％内で学位税が徴収されます。
しかし、収入が一定額に満たない場合
には、上乗せされません。
　親の経済力によって若者の学びの機
会が失われないよう、教育を受ける権
利という意味では平等に配慮された仕
組みとも言えます。

世界の
税　金

　次のうち、所得税のかからない収入
はどれでしょうか。
①クイズ番組の賞金
②当たり馬券
③宝くじの当選金

【解説】 �
　営利を目的とする継続的行為から生じた
所得以外の所得で、労務や役務の対価とし
ての性質や資産の譲渡による対価としての
性質を有しない一時の所得を一時所得とい
います。
　この一時所得には、次のようなものがあ
ります。
⑴　懸賞や福引きの賞金品（業務に関して
受けるものを除きます。）

⑵　競馬や競輪の払戻金（営利を目的とす
る継続的行為から生じたものを除きま

す。）
⑶　生命保険の一時金（業務に関して受け
るものを除きます。）や損害保険の満期
返戻金等
⑷　法人から贈与された金品（業務に関し
て受けるもの、継続的に受けるものを除
きます。）
⑸　遺失物拾得者や埋蔵物発見者の受ける
報労金等
　宝くじの当選金は「当せん金付証票法」
という法律で当選金の大小に関係なく所得
税を課さないと定められています。宝くじ
の購入費用の約40％は地方公共団体の収
益となり公共事業の財源に充当されている
ことから、当選金に課税をすることは二重
課税の問題にもなり得るため、法律により
非課税とされています。
　宝くじと同様非課税となるものには、「ロ
ト」、「ナンバーズ」、「toto」等があります。

�  正解は、③宝くじの当選金でした。

税 金 ク イ ズ


